
東京国際空港国際線地区エプロン等整備等事業 入札説明書・同添付資料 正誤表（９月３０日）

資料名 ページ 行数 項目等 誤 正
事業契約書（案） 6 27 第４条第２項 対等額 対当額

事業契約書（案） 9 26 第１３条第１項 事業者は、本契約の締結後14日以内に本契約、業務要
求水準書、入札説明書等及び提案資料に基づき、国が
別途指定する様式によるサービス対価の内訳書及び事
業工程表を作成のうえ国に提出し、確認を受けなけれ
ばならない。

事業者は、本契約の締結後速やかに、本契約、業務要
求水準書、入札説明書等及び提案資料に基づき、国が
別途指定する様式によるサービス対価の内訳書及び事
業工程表を作成のうえ国に提出し、承諾を得なければ
ならない。

事業契約書（案） 10 2 第１３条第４項 事業者は、第１項に規定するサービス対価の内訳書
を、設計業務の完了した時点において、その費用を明
確化し、本件事業用地引渡予定日の30日前において、
その内容を確定するものとする。

事業者は、第１項に規定するサービス対価の内訳書及
び事業工程表を、設計業務の完了後速やかに、設計図
書に基づきその内容を明確化のうえ国に提出し、承諾
を得なければならない。

事業契約書（案） 第１３条第５項 【追加】 ５　事業者は、第１項に規定するサービス対価の内訳
書を、第４３条第４項の完成確認依頼書の提出までに
確定のうえ国に提出し、承諾を得なければならない。

事業契約書（案） 10 21 第１４条第５項 本契約に定める請求、通知、報告、申出、確認、承
諾、解除及び指示は、監視職員を経由して行うものと
する。なお、監視職員が次条第１項に規定される事業
者の総括代理人に対して

本契約に定める請求、通知、報告、申出、確認、承
諾、解除及び指示は、監視職員を経由して行うものと
する。この場合においては、監視職員に到達した日を
もって国に到達したものとみなす。なお、監視職員が
次条第１項に規定される事業者の総括代理人に対して

事業契約書（案） 13 11 第２３条第１項 前項の通知 当該通知

事業契約書（案） 13 33 第２５条第１項 事業者は､必要に応じ別紙５に示すＰＦＩ事業用地内に
おける測量、土質調査その他の関係する調査（以下
「調査等」という。）を実施することができる。

事業者は、業務要求水準書に従い別紙５に示すＰＦＩ
事業用地内の調査を実施する。また、事業者は、必要
に応じ、別紙５に示すＰＦＩ事業用地内における測
量、土質調査その他の関係する調査（以下、本項前段
の調査とあわせて「調査等」という。）を実施するこ
とができる。

事業契約書（案） 14 19 第２５条第５項 損害を負担するものする。 損害を負担するものとする。

事業契約書（案） 20 13 第３８条第１項第一号 ただし、事業者の損害のうち逸失利益は負担しない。 【削除】

事業契約書（案） 22 7 第４４条第１項 完成確認依頼書の提出を受けた後、事業者及び 完成確認依頼書の提出を受けた後、当該提出を受けた
日から１４日以内に事業者及び

事業契約書（案） 23 15 第４７条第３項 第１項に規定する損害を第三者に対して賠償した場
合、事業者に対して、賠償した金額を求償することが
できる。

第１項に規定する損害を第三者に対して賠償した場
合、前項但書の場合を除き、事業者に対して、賠償し
た金額を求償することができる。

事業契約書（案） 23 18 第４７条第４項 前項の場合その他 第１項及び第２項の場合その他

事業契約書（案） 24 4 第５０条第１項 対象施設 対象施設等

事業契約書（案） 24 9 第５０条第２項 対象施設 対象施設等
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資料名 ページ 行数 項目等 誤 正
事業契約書（案） 28 3 第６０条第３項 第１項に規定する損害を第三者に対して賠償した場

合、事業者に対して、賠償した金額を求償することが
できる。

第１項に規定する損害を第三者に対して賠償した場
合、前項但書の場合を除き、事業者に対して、賠償し
た金額を求償することができる。

事業契約書（案） 28 6 第６０条第４項 前項の場合その他 第１項及び第２項の場合その他

事業契約書（案） 29 32 第６７条第２項第二号 第84条第１項第三号に規定された事業者の国に対する
違約金債務を

第84条第１項第三号に規定された事業者の国に対する
違約金債務(各大規模補修工事費の総額の10パーセント
に相当する額の部分に限る。）を

事業契約書（案） 30 第６７条第３項 【追加】 ３　前２項に規定された履行保証保険契約の保険金額
は、当該大規模補修工事費（消費税等を含む。）の10
パーセント以上に相当する金額とし、その有効期間
は、当該大規模補修工事実施期間とする。

事業契約書（案） 32 24 第７８条第１項第一号 催告を受けてから６ヶ月間 催告を受けてから６０日間

事業契約書（案） 36 2 第８４条第１項第二号 対象施設等の引渡し後に解除された場合 対象施設の引渡し後（ただし、大規模補修工事中を除
く。）に解除された場合

事業契約書（案） 36 10 第８４条第４項 第78条の規定により 第77条又は第78条の規定により

事業契約書（案） 62 15 別紙１４　１．⑥ 期待利益 逸失利益

事業契約書（案） 62 27 別紙１４　２．（２） 不可抗力の事由１件ごとに 事業年度ごとに累計し、

業務要求水準書 7 第２編４．事業内容
４．２．１

・場周柵及び管理フェンス ・場周柵、管理フェンス、照明共同溝、配管施設及び
飛砂防止ネット

業務要求水準書 8 第２編４．事業内容
４．２．２（１）

【追加】 アースリング設置

業務要求水準書 9 25 第２編４．事業内容
４．４（１）

第３編　要求水準参照 【削除】

業務要求水準書 9 第２編５．２貸与物件 内容は省略 内容は省略

業務要求水準書 13 第２編６．１１（１） 【追加】 なお、維持管理システムについては、維持管理システ
ムの全体計画書、設計情報を含む施工中に使用する維
持管理システム一式を提出しなければならない。

業務要求水準書 13 36 第２編７．１（４） 本件工事に隣接して同一時期に別件工事が行われてい
る場合は、工事区域、工事工程、資機材置場、道路使
用等は、監視職員の指示に従い、他工事との調整に協
力しなければならない。

本件工事に隣接して同一時期に別件工事が行われてい
る場合は、他工事との調整に協力しなければならな
い。なお、本件工事を円滑に行う観点から、工事区
域、工事工程、資機材置場、道路使用等に関し監視職
員の指示があった場合は、当該指示に従わなければな
らない。

業務要求水準書 16 第２編７．１０ 【追加】 なお、維持管理システムについては、設計情報及び施
工情報を含む維持管理期間中に使用する維持管理シス
テム一式を提出しなければならない。
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資料名 ページ 行数 項目等 誤 正
業務要求水準書 16 20 第２編８．１（５） ＳＰＣは、維持管理に関する業務を行うに際し、隣接

して同一時期に別件業務が行われている場合は、監視
職員の指示に従い、他業務との調整に協力しなければ
ならない。

ＳＰＣは、維持管理に関する業務を行うに際し、隣接
して同一時期に別件業務が行われている場合は、他業
務との調整に協力しなければならない。なお、本件維
持管理業務を円滑に行う観点から、監視職員の指示が
あった場合は、当該指示に従わなければならない。

業務要求水準書 18 第２編９ 【追加】 （３）ＳＰＣは、設計情報、施工情報及び維持管理業
務の履歴情報を含む維持管理システム一式を提出しな
ければならない。

業務要求水準書 18 38 第２編９ （３） （４）

業務要求水準書 19 14 第２編１０．（４） 業務履行期間終了後、速やかに 業務履行期間終了後、２０日以内に

業務要求水準書 19 17 第２編１０．（５） ＳＰＣが国以外の相手方と本件事業の履行に関する契
約を締結する場合には、当該契約書類の写しを、当該
契約締結予定日の１４日前までに、国に対し、その者
の氏名又は商号及び住所等の必要な事項を記載した書
面により通知するとともに、当該契約書の写しを提出
し、国の承諾を得なければならない。また、当該契約
書の内容を変更しようとするときも同様とする。

ＳＰＣが国以外の相手方と本件事業の履行に関する契
約を締結する場合には、当該契約締結予定日の１４日
前まで（事業契約と同日で契約締結する場合は同日）
に、国に対し、その者の氏名又は商号及び住所等の必
要な事項を記載した書面により通知するとともに、当
該契約書（案）を提出し、国の承諾を得なければなら
ない。なお、当該契約締結後速やかに、当該契約書の
写しを提出するものとする。また、当該契約書の内容
を変更しようとするときも同様とする。

業務要求水準書 24 第２編 【追加】 １１．１３　東京都環境条例に基づく手続き
　ＳＰＣは、本件事業用地において、「都民の健康と
安全を確保する環境に関する条例」第117条第１項に基
づく調査を実施すること。

業務要求水準書 24 1 第２編 １１．１３　本書に記載なき事項についての疑義 １１．１４　本書に記載なき事項についての疑義

業務要求水準書 30 第３編第２章施設条件
境界部接続条件
基本施設の施設計画

【追加】 アースリングに係る提示条件
内容は省略

業務要求水準書 34 第３編第２章荷重条件
荷重条件　活荷重の載
荷方法　航空機荷重

ＬＡ－１ ＬＡ－０

業務要求水準書 44 第３編第３章設計に関
する要求水準　基本施
設　ショルダー

【追加】 ショルダー幅拡幅にともなう要求内容
内容は省略

業務要求水準書 57 17 第３編第３章航空保安
施設、道路駐車場照明
灯等の維持管理

・保守要員の工種は電工とすること。 ・保守要員の工種は電工（電気工事士法第３条に規定
する４つの資格のいずれの免状又は認定証の交付を受
けていること。）とすること。

設計関連資料集 【追加】 テザーアンカーの設計条件
内容は省略
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東京国際空港国際線地区エプロン等整備等事業 入札説明書・同添付資料 正誤表（９月３０日）

資料名 ページ 行数 項目等 誤 正
提示図面 全般 空港連絡道路北側エプロン　マルチスポット

位置：９０３、９０４、９０５
空港連絡道路北側エプロン　マルチスポット
位置：９０２、９０４、９０５

提示図面 全般 空港連絡道路南側エプロンショルダー幅：７．５ｍ 空港連絡道路南側エプロン誘導路ショルダー幅：１５
ｍ

提示図面 省略

貸与提示資料 京浜急行空港線トンネ
ル近接施工に関する留
意事項

内容は省略 内容は省略

様式集及び記載要領 7 4 第１ ６（２）①
工事費内訳書

・施設費（施設整備に係る設計費及び工事費） ・設計施工費（施設整備に係る設計費及び工事費）

様式集及び記載要領 9 第１ ６（２）②ｂ
基本施設設計計算書

【追加】 ・アースリング

様式集及び記載要領 18 第１ ６（２）②ｅ 【追加】 施設断面図

様式集及び記載要領 18 第１ ６（２）②ｅ 【追加】 アースリング一般図

様式集及び記載要領 19 第１ ６（２）②ｆ 【追加】 アースリング数量計算書

様式集及び記載要領 19 第１ ６（２）②ｆ 場周柵・管理フェンス撤去工数量計算書 場周柵・管理フェンス・照明共同溝・配管施設・飛砂
防止ネット撤去数量計算書

様式集及び記載要領 21 7 第２ ２ それ以外では、特に指定のある場合を除き それ以外では、様式１９、２０、２１、２２を除き

様式集及び記載要領 22 第２ ５（５）ア 【追加】 ｃ　測量、土質調査その他の関係する調査に係る計画
を具体的に記述すること。

様式集及び記載要領 様式２５ 内容は省略 　

様式集及び記載要領 様式２７　施設条件・
境界部接続条件　基本
施設の施設計画

【追加】 アースリング

様式集及び記載要領 様式２７　基本施設
ショルダー

【追加】 構造

サービス対価の算定
及び支払方法

4 10 ４ サービス対価の確定 各段階において精査し、対象施設引渡日の３０日前に 各段階において精査等し、完成確認依頼書の提出まで
に

サービス対価の算定
及び支払方法

4 13 ４ サービス対価の確定 （１）事業契約締結後１４日以内 （１）事業契約締結段階

サービス対価の算定
及び支払方法

4 15 ４ サービス対価の確定 （２）設計業務完了時 （２）設計業務完了段階

サービス対価の算定
及び支払方法

4 18 ４ サービス対価の確定 （３）対象施設引渡日の３０日前まで （３）施工業務完了段階

6 17 ５（２）①イ ６月１日 ７月１日

6 18 ５（２）①イ ６月１日 ７月１日

6 19 ５（２）①イ ６月１日 ７月１日

6 28 ５（３）①ア ６月１日 ７月１日

サービス対価の算定
及び支払方法
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東京国際空港国際線地区エプロン等整備等事業 入札説明書・同添付資料 正誤表（９月３０日）

資料名 ページ 行数 項目等 誤 正
6 32 ５（３）①イ ６月１日 ７月１日

6 33 ５（３）①イ ６月１日 ７月１日

7 2 ５（３）② ６月１日 ７月１日

8 6 ５（４）①ウ ６月１日 ７月１日

サービス対価の算定
及び支払方法

8 9 ５（４）エ アの規定による請求は、本改定方法の規定により大規
模補修工事費の変更を行った後再度行うことができ
る。この場合においては、ア中「本契約締結の日」と
あるのは「直前の本改定方法に基づく大規模補修工事
費変更の基準とした日」とするものとする。

アの規定による請求は、「直前の本改定方法の規定に
基づく大規模補修工事費の変更の基準とした日」から
１２月を経過した後、再度行うことができる。

業績等の監視及び改
善要求措置要領

14 23 ７（３）①ア その他費用 その他の費用
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